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新型コロナウイルス感染拡大が収束しないなか、今６月第１四半期でもその影響を決算に適
切に落とし込む必要がある。また、時価算定基準等、今期から強制適用が始まるものもあり、そ
の点検等にも注意したい。本特集では、収益認識基準を除く第１四半期決算における実務ポイン
トを解説してもらった。巻末の決算関連資料一覧とあわせてご確認いただければ幸いである。
なお、第１四半期における収益認識基準のポイントについては、前号特集（2021年６月10日号

（№1613））を参照されたい。

2021年６月第１四半期
決算の直前対策

コロナ禍関連と改正事項等をチェック

前年度末決算からの重要な変更に注意
コロナ禍の影響を踏まえた会計・開示上の留意点
事前交付型と事後交付型でどう違う？
取締役報酬としての株式無償交付の会計上の留意事項
今期から強制適用開始
時価算定基準の会計・開示上の留意点
連結納税制度や収益認識基準への対応など
税効果会計の適用にあたっての留意事項
公表停止時期確定に伴う対応日程等にも留意
ＬＩＢＯＲ参照の金融商品に関するヘッジ会計のポイント
年度初めの各種変更で慌てないために
第１四半期決算でよくある検討チェックポイント

2021年６月第１四半期決算関連資料一覧


